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則（以下、「行動の原則」）を発表した。「行動の原則」は、原子炉メーカーが原子炉を輸出す

る際に、6つの分野（安全、健康及び放射線防護、物理的セキュリティ(Physical Security)、環

境保護及び使用済燃料、廃棄物の取扱い、原子力損害の賠償、核不拡散及び保障措置、倫理）に

おいて留意すべき原則を示すものであり、各分野においてこれまで国際的に構築されてきた規範

やベストプラクティスを統合したものとなっている。 

「行動の原則」は産業界が自主的に遵守する性格の規範であるが、原子力産業はあくまで営利

団体である以上、競争原理の下での遵守であることが前提となる。本研究においては、米国 NEI

等との意見交換を実施したが、本「行動の原則」について、専門家としては、産業界がその議論

の継続を歓迎するものの、あくまで規範であり、自主的に可能な範囲での遵守との考え方を持っ

ている。よって、競争社会において「行動の原則」を実行するには、民間レベルを越えた政府レ

ベル、国際レベルなどのバックアップは欠かせないと考える。以上の観点から MNAは、上述の産

業界の動きを支える役割を果たすことが期待されることが分かった。 

 

MNA 構築により期待されることは、地域の核不拡散が維持向上とともに、核物質移送などを含

む枠組み内の多国間原子力協力が活性化されることである。そのためには、本提案で示すように、

枠組み内での二国間協定要求に匹敵する高い核不拡散要件を満たすなど不拡散強化（但し手続き

の簡素化）により、枠外の原子力資材供給国との二国間協定の不拡散の縛りの緩和を実現する（包

括的に扱う）ことにより、枠組み内の多国間サービスを円滑に行うことが可能となる。 

４．本枠組みに期待される効果と参加へのインセンティブ 

その他、本研究により経済性、機微技術管理、法規制など多くの課題に対し成立性が確認され

るとともに、想定したすべての候補国および実施主体である産業界において参加インセンティブ

があることが確認できた。 

 

地域における多国間アプローチは、グローバル化時代において、効率的な原子力エネルギー利

用の推進と、行き詰まる原子力のバックエンド問題への対応、核不拡散、核セキュリティ、安全

の強化に向けた、重要な解決策であり、本研究によりその実現に際して必要な基本的課題が整理

された。本研究は、大学レベルでの実施であるが、本結果が、より高いレベルでの検討に資する

ことを期待するとともに、今後とも、同様の研究がセカンドトラックとして国際的な議論を含め

継続されることを希求する。 

５．結論および今後の展望 
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 ２.１ トランスジェニックマウスの DNA 修復能に関する研究 

 トランスジェニックマウスの開発： 放射線照射による DNA 二重鎖切断は細胞ゲノム DNA 上に

ランダムに発生する。このため、ゲノム情報に基づいた遺伝子レベルの解析が困難である。本研

究では、相同組み換え修復レポーター遺伝子として M. Jasin らによって開発された DR-GFP、非

相同末端再結合レポーター遺伝子として J. Dahm-Daphi らによって開発された pEJ 遺伝子の単一

コピーをマウスに導入する。DR-GFP は、Sce-GFP（GFP 遺伝子が制限酵素サイト I-Sce1 により中
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 pEJ 導入キメラマウスの生殖系列が得られなかったのは、同遺伝子が発生に重要なゲノム上の

座位に導入された可能性がある。そこで、第二世代の DNA 修復レポーター遺伝子導入マウスとし

て、マウス組織間で均一に発現、しかも遺伝子を破壊しても致死にならない ROSA26 座位に pEJ

および DR-GFP をノックインしたマウスを作製する。現在、前者については、ノックイン ES 細胞

が得られている。これらのマウスを用いて、引き続き我々は１週齢と８週齢マウスの放射線発が

ん頻度と DNA 修復能について解析予定である。また、将来的にはベルゴニー・トリボンドの法則

で説明されている組織間の放射線感受性の違いや DNA 修復が大きく関わるとされる低線量率放射

線影響研究への利用を促進したい。 
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